通所介護・通所サービス・通所型サービスA重要事項説明書
＜令和　７年　５月 １日現在＞
（事業の目的）
この規程は、株式会社ラッシュが開設するスワンデイサービス（以下「事業所」という）が実施する指定通所介護の事業及び介護予防・日常生活支援総合事業（以下「事業」という）の適正な運営を確保するために必要な人員及び運営管理に関する事項を定め、事業の円滑な運営管理を図るとともに、要介護状態又は要支援状態の利用者の意思及び人格を尊重し利用者の立場に立った、適切な事業を提供することを目的とする。

（運営の方針）
通所介護においては、要介護状態の利用者が心身の特性を踏まえて可能な限りその居宅において、
その有する能力に応じて自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の維持または向上を目指し、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の社会的孤立感の解消及び心身機能の維持並びにその家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るものとする。
介護予防・日常生活総合事業においては、要支援状態の利用者が心身の特性を踏まえて可能な限りその居宅において、その有する能力に応じて自立した日常生活を営むことができるよう必要な日常生活上の支援及び機能訓練を行うことにより、利用者の心身機能の回復を図り、もっと利用者の生活機能の維持または向上を目指すものとする。

２　利用者の意志及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めるものとする。
３　指定通所介護事業においては、利用者の要介護状態の軽減または悪化の防止に資するよう、その目標を設定し、計画的に行うものとする。
　　介護予防・日常生活総合事業においては、利用者の介護予防に資するよう、その目標を設定し、計画的に行うものとする。
４　関係市町村、居宅介護支援事業者、地域包括支援センター、他の居宅サービス事業者その他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者との連携に努めるものとする。
５　事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じるものとする。
６　事業の提供にあたっては、介護保険法第118条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めるものとする。
７　事業の提供の終了に際しては、利用者またはその家族に対して適切な指導を行うとともに、居宅介護支援事業者や地域包括支援センター等へ情報の提供を行う。
８　前７項のほか、「居宅サービス事業者の指定並びに居宅サービス支援事業の人員、設備及び運営の基準に関する要綱」「松江市介護予防・日常生活支援総合事業第1号通所事業通所サービスの事業者の指定並びに松江市介護予防・日常生活支援総合事業第1号通所事業通所サービスの事業の人員、設備及び運営の基準に関する要綱」「松江市介護予防・日常生活支援総合事業第1号通所事業通所サービスAの指定並びに松江市介護予防・日常生活支援総合事業第1号通所事業通所サービスAの人員、設備及び運営の基準に関する要綱」に定める内容を遵守し、事業を実施するものとする。
１．当法人の概要

名称・法人の種別　　 株式会社ラッシュ
代表者役職　　　 　　代表取締役 　白根　侑哉
本部所在地 　  　　  島根県松江市東津田町１８０６－１
２．当事業所の概要
（１）事業所の種類　：通所介護（通常規模）、介護予防・日常生活支援事業第１号事業
事業所名　　　：スワンデイサービス

事業所の所在地：島根県松江市浜乃木三丁目３－２６

介護保険事業者番号： ３２７０１０４０７２ 
(２) 当事業所が提供するサービスについての相談
電　  話：（０８５２）２１－３８４５ （午前９時～午後５時）
担当職員： 管理者・生活相談員 　　
３．職員の体制（職員の職種、員数及び職務内容）
（１）管理者　　　   １名（常勤、生活相談員や介護職員と兼務）
　　　　管理者は、
・事業所の従業者の管理
・事業の利用申し込みにかかる調整
・業務の実施状況の把握などの一元的な管理
・従業者に運営基準を遵守させるために必要な指揮命令
・通所計画書の作成を行う。　　　　
（２）従業者　指定通所介護及び総合事業通所サービスの業務に当たる。　
①　生活相談員　   ２名以上（常勤２名以上、管理者、介護職員と兼務を含む）
　　　　生活相談員は、
・事業の利用申し込みに係る調整
・サービス担当者会議や地域ケア会議への参加

・利用者の生活の向上を図るための適切な相談、援助等を行い、また他の従業者と協力して通所介護計画書の作成等を行う。
・利用者の心身状況を把握し、必要に応じてケアマネジャーやご家族様、他のサービス利用事業所の報告を行う（連携や情報共有を行う）

・他の通所介護従業者に対する相談助言及び技術指導を行う
②　介護職員　 　　 ４名以上（常勤２人以上、非常勤２人以上）　
介護職員は、
・ご利用者様の日常の心身状況を把握し、事業所での日常介護を行う。
・日常と異なる事があれば、他従事者に報告、情報共有を行う。
③　看護職員　　　　２名以上（常勤1名以上、非常勤１名以上含む、機能訓練指導員と兼務）
看護職員は、
・ご利用者様の日常の心身状況を把握し、事業所内での健康管理
・日常と異なる事があれば、他従事者に報告、情報共有を行う。
④　機能訓練指導員　４名以上
（理学療法士など常勤２名以上・看護職員常勤1名以上、非常勤1名以上）

　　　　機能訓練指導員は、
・住み慣れた地域で居宅において可能な限り自立して暮らし続ける事を目的とし、生活機能の維持向上を図るため、計画的・継続的に週1回以上訓練を実施する。
４．事業所の営業日及び営業時間
通所介護（通常規模）
介護予防・日常生活支援総合事業　通所サービス(従前型)
介護予防・日常生活支援総合事業　通所型サービスA（緩和型）　共通
（1） 営業日    ：  毎週月曜日から土曜日、祝日、(お盆も営業) 
（2） 休業日　  ：  日曜　　
年末年始　　１２/３１～１/３の４日間　
(３)　営業時間　　　　　：  午前８時３０分から午後５時３０分まで
（４） サービス提供時間　：　午前９時２５分から午後４時３０分まで
（５） 延長サービス可能な時間帯：通所介護事業のみ対応
　　　　　　　　　　　　　　　　 通常提供前午前８時３０分から対応可能
通常提供後午後４時３０分から午後５時３０分まで対応可能
　　　　　　　　　　　　　　　　 但し、その際の送迎は家族対応とする
５．事業の利用定員１日３０人とする。
６．事業の実施範囲は松江市とする。
ただし、鹿島町、島根町、美保関町、八束町、八雲町は送迎を実施しない
７．事業所の設備概要
食堂及び機能訓練室…1　 静養室…1　    相談室…1　　  事務所…１
個人浴槽…1　           特殊浴槽…1　  一般浴槽…1　　消防設備（消火器）…２ヵ所
送迎車輌…  バネット 　   ３台　　       ラクティス　　1台                                  
     Ｎ－ＢＯＸ　  ３台　       　計８台（内スロープ付　６台）
　　　　その他  …車椅子・歩行器・特殊寝台（ベッド）有り
８．指定通所介護の内容、提供方法
指定居宅介護支援事業者が作成した居宅サービス計画書に基づいて、通所介護計画書を作成し、その内容について利用者またはその家族に説明し、同意を得た上で、次に掲げるもののうち利用者の介護計画書に従い、必要なサービスの提供を行う。計画書に記載されたサービスの実施状況及び目標の達成状況の記録を行い継続的なサービスの管理、評価を行うものとする。
（１）身体介護　　　　　　　　　　　　　　　　　
（２）入浴介助
（３）食事（おやつ）の提供・介助　　　　　　　　　
（４）健康観察
（５）機能訓練、体操　　　　　　　　　　　　　　
　（６）口腔ケア
（７）レクリエーション活動、外出レクリエーション
　（８）送迎
　（９）延長サービス　　　　　　　　　　　　　　　　
（10）相談、助言
９．総合事業　通所サービス、通所型サービスＡの内容、提供方法
地域包括支援センターが作成した個別サービス・支援計画書に基づいて、通所介護計画書を作
成し、その内容について利用者またはその家族に説明し、同意を得た上で、次に掲げるもののうち利用者の通所介護計画書に従い、必要なサービスの提供を行う。計画書に記載されたサービスの実施状況及び目標の達成状況の記録を行い継続的なサービスの管理、評価を行うものとする。

（１）身体介護
　（２）入浴介助（通所サービスAのみ）
　　　　自宅において入浴することが困難な利用者に対して提供
（３）食事提供・おやつの提供
　（４）健康観察
　（５）機能訓練、体操
（６）口腔ケア
（７）レクリエーション活動、外出レクリエーション
（８）送迎
　（９）相談、助言
10．利用料の内容
■通所介護（通常規模型事業所）の利用料　　　　　　　　　　　　
通所介護のサービスを提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準とする。
法定代理受理の場合は、介護報酬告示上の額に各利用者の介護保険負担割合証に記載された負担
割合を乗じた額とする。（下表内の利用料は介護保険負担１割を記載）
ただし、経過措置、利用者負担減免、公費負担がある場合などは、その負担額による。
介護保険適用時の１回あたりの自己負担額（介護保険負担１割を記載）
	
	2～3時間
	3～4時間
	4～5時間
	5～6時間
	6～7時間
	７～８時間

	要介護1
	272
	370
	388
	570
	584
	658

	要介護２
	311
	423
	444
	673
	689
	777

	要介護３
	351
	479
	502
	777
	796
	900

	要介護４
	392
	533
	560
	880
	901
	1023

	要介護５
	432
	588
	617
	984
	　 1008
	　 1148


※加算
	＊要介護の方
・入浴介助加算Ⅰ　　　　　　　　 １回につき　　　　　　　４０円　　　
・個別機能訓練加算Ⅰイ　　　　　 １回につき　　　　　　　５６円
・個別機能訓練加算Ⅰロ　　　　　 １回につき　　　　　　　７６円
・サービス提供体制強化加算Ⅰ 　　１回につき　　　　　　　２２円

　・サービス提供体制強化加算Ⅱ 　　１回につき　　　　　　　１８円

・サービス提供体制強化加算Ⅲ　 　１回につき　　　　　　　  ６円
・中重度ケア体制加算（R7.4月～） １回につき　　　　　　　４５円
・介護職員等処遇改善加算Ⅰ　　　 所定単位数に　９.２％を乗じた額
・介護職員等処遇改善加算Ⅱ   　　所定単位数に　９.０％を乗じた額
・介護職員等処遇改善加算Ⅲ   　　所定単位数に　８.０％を乗じた額


※減算

	当事業所へ同一建物から利用する場合（同一建物減算）
	１日につき　 ９４円を減算

	事業所が送迎を行わない場合(送迎減算)
	片道につき   ４７円を減算　　　　


　　　尚、傷病等により、一時的に送迎が必要な方、その他やむを得ず送迎が必要と認められる利用
者に対して送迎を行う場合は、減算は行いません。
■総合事業　通所サービス（従前型）の利用料
総合事業のサービスを提供した場合の利用料の額は、松江市が定める基準とする。
法定代理受理の場合は、介護報酬告示上の額に各利用者の介護保険負担割合証に記載された負担
割合を乗じた額とする。（下表内の利用料は介護保険負担１割を記載）
ただし、経過措置、利用者負担減免、公費負担がある場合などは、その負担額による。
介護保険適用時の１回あたりの自己負担額（介護保険負担１割を記載）
	区　分
	利用時間  9：25～16：30　を基本とします。

	週１回
	1,798円（１月）

	週２回
	3,621円（１月）


※加算
	・サービス提供体制強化加算Ⅰ　 　週１回利用１月につき　　８８円
週２回利用１月につき　１７６円
・サービス提供体制強化加算Ⅱ　 　週１回利用１月につき　　７２円
週２回利用１月につき　１４４円
・サービス提供体制強化加算Ⅲ　 　週１回利用１月につき　　２４円
週２回利用１月につき　　４８円
・介護職員等処遇改善加算Ⅰ　　　 所定単位数に　９.２％を乗じた額
・介護職員等処遇改善加算Ⅱ   　　所定単位数に　９.０％を乗じた額
・介護職員等処遇改善加算Ⅲ   　　所定単位数に　８.０％を乗じた額


※減算

	当事業所へ同一建物から利用する場合     （同一建物減算）
	総合事業の方

週１回利用
週２回利用
	１月につき ３７６円を減算
１月につき ７５２円を減算  

	事業所が送迎を行わない場合(送迎減算)
	総合事業の方
	片道につき ４７円を減算　　　　


　尚、傷病等により、一時的に送迎が必要な方、その他やむを得ず送迎が必要と認められる利用者に対して送迎を行う場合は、減算は行いません。
■総合事業　通所型サービスA（緩和型）の利用料　
総合事業のサービスを提供した場合の利用料の額は、松江市が定める基準とする。
法定代理受理の場合は、介護報酬告示上の額に各利用者の介護保険負担割合証に記載された負担
割合を乗じた額とする。（下表内の利用料は介護保険負担１割を記載）
ただし、経過措置、利用者負担減免、公費負担がある場合などは、その負担額による。
介護保険適用時の１回あたりの自己負担額（介護保険負担１割を記載）
	区　分
	利用時間  9：25～16：30　を基本とします。

	週１回
	1,696円（１月）

	週２回
	3,415円（１月）


※加算
	・サービス提供体制強化加算Ⅰ　 　週１回利用１月につき　　８８円
週２回利用１月につき　１７６円
・サービス提供体制強化加算Ⅱ　 　週１回利用１月につき　　７２円
週２回利用１月につき　１４４円
・サービス提供体制強化加算Ⅲ　 　週１回利用１月につき　　２４円
週２回利用１月につき　　４８円
　・自立支援体制評価加算　　　　   週１回利用１月につき　１３０円
(通所サービスAご利用の方対象)　週２回利用１月につき　２６０円
・介護職員等処遇改善加算Ⅰ　　　 所定単位数に　９.２％を乗じた額
・介護職員等処遇改善加算Ⅱ   　　所定単位数に　９.０％を乗じた額
・介護職員等処遇改善加算Ⅲ   　　所定単位数に　８.０％を乗じた額


※減算
	当事業所へ同一建物から利用する場合
（同一建物減算）
	総合事業の方

週１回利用
週２回利用
	１月につき ３７６円を減算
１月につき ７５２円を減算

	事業所が送迎を行わない場合(送迎減算)
	総合事業の方
	片道につき  ４７円を減算


　尚、傷病等により、一時的に送迎が必要な方、その他やむを得ず送迎が必要と認められる利用者に対して送迎を行う場合は、減算は行いません。
「自費負担」：介護保険適用部分以外の実費をご負担いただくのは以下のとおりです。
	紙おむつ
	１２０円／枚

	紙パンツ
	１２０円／枚

	パット
	　８０円／枚

	食事代
	６００円／食

	連絡帳
	１２０円／冊

	連絡袋
	１２０円／袋

	おやつ代
	１００円／食

	行事等特別な食事代
	実費

	活動材料費
	実費

	その他（事業の提供において通常必要となるもの）
	実費


「キャンセル規程」：利用者のご都合でサービスを中止する場合、下記のとおりとなります。
	利用日３日前迄に（休業日を除く）利用中止のご連絡を頂いた場合
	無料

	利用日３日前迄に（休業日を除く）利用中止のご連絡を頂けなかった場合
	食事代 　      ６００円    
おやつ代       １００円    


11.利用料等の支払方法
利用の翌月１５日までに前月分の請求書を送付します。
お支払いの方法は《現金払い・振込み・口座引落》の方法によりお支払いいただきます。
	現金
	利用の翌月　末日まで

	振込み
	利用の翌月　末日まで

	口座引落
	利用の翌月　20日（休日の場合は翌営業日）


振込先は下記の通りです。
山陰合同銀行　津田支店　　普通　３６９７８０５
　  口座名義　　　カ）ラッシュ
10． サービスの利用方法
（１）サービスの利用開始
　　  当該事業所は、事業のサービス提供開始にあたり、利用者及び家族等に対してサービス利用契約書の内容の説明を行った上で、利用又はその家族等と利用契約を締結するものとする。ただし、緊急を要すると管理者が認める場合にあっては、利用契約の締結はサービスの開始後でも差し支えないものとする。
（２）サービスの終了
① ご利用者のご都合でサービスを終了する場合
サービスの終了を希望する日の１週間前までに文書によりお申し出下さい。
② 当事業所の都合でサービスを終了する場合
人員不足等やむを得ない事情により、サービスの提供を終了させていただく場合は、終了の１ヶ月前までに文書で通知いたします。
③ 自動終了
ご利用者が亡くなった場合、介護保険施設等に入所した場合、要介護認定区分が非該当（自立）と認定された場合は、双方の文書がなくとも、自動的にサービスを終了いたします。
④ その他
　　　　以下の事項は、利用者は文書で解約を通知することによって直ちにサービスを終了することができます。
　　　　・事業者が正当な理由なくサービスを提供しない場合
　　　　・事業者が守秘義務に反した場合
　　　　・事業者が利用者やその家族などに対して社会通念を逸脱する行為を行った場合
　　　　・事業者が破産した場合
　　　　以下の場合は、事業者は文書で解約することによって即座にサービスを終了させて頂く場合がございます。
　　　　・利用者がサービス利用料金の支払いを正当な理由なく３ヶ月遅延し、料金を支払うよう催告したにもかかわらず１０日以内に支払われない場合
　　　　・利用者が正当な理由なくサービスの中止をしばしば繰り返した場合
　　　　・利用者が入院若しくは病気等により、３ヶ月以上にわたりサービスが利用できない状態にある事が明らかになった場合
　　　　・利用者やご家族などが当事業所や当事業所の従業者又は利用者に対して本契約を継続し難い行為を行った場合
　　　　・やむを得ない事情により当施設を閉鎖又は縮小する場合
（３）健康上の理由によるサービスの中止
　　 　　 次の事項に該当する場合、利用中でもサービスを中止し、退所して頂く場合があります。  
1 風邪、発熱、病気の際はサービスの提供をお断りすることがあります。
2 当日の健康チェックの結果、体調が悪い場合、サービス内容の変更又は中止することがあります。この場合、ご家族、担当ケアマネジャーに連絡の上、適切に対応致します。
3 利用中に体調が悪くなった場合、サービスを中止することがあります。
この場合、ご家族、担当ケアマネジャーに連絡の上、適切に対応を致します。必要に応じ
て速やかに主治医に連絡をとる等必要な措置を講じます。
　　　　　　（注）サービスを中止した場合、ご希望の日に振替えることができますが、定員分の予約
が入っている場合は振替が出来かねますのでご了承下さい。
11．サービス利用にあたっての留意事項
利用者はサービスを受ける際に、次の留意事項とする。
（１）医師の診断や日常生活上の留意事項、利用当日の健康状態を従業者に連絡し、心身の状況に応じたサービスの提供を受けるよう留意する。
（２）利用者が浴室及び機能訓練室などを利用する場合は、職員立会いのもとで使用すること。利用者の状態を把握し、情報を共有する。安全に考慮したサービスを提供する。
（３）お酒・たばこ･ 食品・金銭・貴重品の持ち込みは、禁止とする。また、サービス利用中に紛失した金品については、事業所は一切責任を負わないものと
12．緊急時の対応方法
（１）従業者は、サービスを提供中に利用者の病状等に急変、その他緊急事態が生じたときは、速
やかに主治医に連絡する等の措置を講ずるとともに、管理者に報告する。
主治医への連絡が困難な場合は、緊急搬送等の必要な措置を講ずるものとする。
（２）事業所は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、速やかに松江市
に電話にて報告を行うとともに報告書を提出すること。
（３）事業所は、当該利用者の家族や担当ケアマネジャー等に連絡するとともに必要な措置を講
ずるものとする。
（4） 事業者は、前項の事故の状況及び事故の際して採った処置の状況について記録をするものとする。
　（５）事業所は、利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合には、損
害賠償を速やかに行うものとする。
13．非常防災対策
　　 （１）非常災害対策その他緊急の事態に備え、防災計画、風水害・地震等の災害に対処するための　　
　　　　　 計画を作成し、防火管理者を定め、定期的な訓練、救出その他訓練などを行うとともに必要
な設備、体制を備える。
　　 　      　・防火管理者　管理者　　　・防災訓練　年１回　　　　・避難訓練　年１回
（２）前項に規定した訓練の実施にあたって、地域住民の参加が得られるように努めるものとする。
（３）火災などの災害時に、地域の消防等関係機関への速やかに通報する体制をとるよう職員に周
知する。火災などの際に消火・避難などに協力してもらえるような体制を備える。
15.業務継続計画の策定等について
（1） 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する事業の提供を継続的に実
施するための非常時の体制で早期の事業再開を図るための計画（以下「業務継続計画」と
いう。）を策定し、当該事業計画に従い必要な措置を講じるものとする。
（２） 事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練
を定期的に実施するものとする。
（2） 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする
14.悪天候時の対応
事業所は、台風・大雪等による天候不良時には、利用者・家族と相談の上、利用者の安全確保の
ため、送迎時間及び利用日の変更またはサービスの提供を中止することがある。
15. 虐待の防止のための必要な措置に関する事項
事業所は、利用者の人権の擁護・虐待等の発生またはその再発防止するため次の措置を講じるも
のとする。

（１） 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともにその結果について従業者に周知徹底を図る。
（２） 虐待防止のための指針を整備すること
(３)  従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること

（４） 前3号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を設置すること

　 （５） その他虐待防止のために必要な措置を行うこと
16．身体拘束防止について
　　  　 当事業所は、サービス提供にあたっては、当該使用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護する為の緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他の利用者の行動を制限する行為を行いません。
やむを得ず身体拘束を行う場合は、①切迫性②非代替性③一時性の用件を満たしていることをカンファレンスにて確認後、利用者及び家族等(後見人含む)に説明し、同意を得た上でその実施状況や時間等について、経過観察記録を作成し保管いたします。
17．衛生管理及び従業者の健康管理等
（１） 事業所は、事業に使用する施設、食器その他の設備または飲用の供する水について、衛生的な管理に努めるとともに、衛生上必要な措置を講ずるものとする。
　（２） 事業所は、事業所において感染者が発生し、蔓延しないように次の各号に掲げる措置を講じるものとする。
1 感染症の予防及び蔓延防止のための対策を検討する委員会をおおむね６ヶ月に１回以上開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底を図る。
2 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針、マニュアルを整備する。
3 従業者は、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に（年に1回以上）
実施する。
4 事業所は、従業者に対し年1回以上の健康診断を受診させるものとする
5 食中毒及び感染症の発生を予防するための措置などについて、必要に応じ保健所の助言、指導を求めるとともに、密接な連携を保つこと。
6  インフルエンザ対策、腸管出血性大腸菌感染症対策、レジオネラ症対策等については、その発生及びまん延を防止のための措置について、別途発出されている通知に基づき、必要な措置を講じること。
18.個人情報について
（１）事業所は、利用者または家族の個人情報について「個人情報保護に関する法律」及び厚生
労働省が策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取り扱いのためのガ
イダンス」を遵守し適切な取り扱いに努めるものとする。
　 （２）事業者が得た利用者または家族の個人情報については、事業者での介護サービスの提供以外の目的では原則的に使用しないものとし、外部への情報提供については利用者または家族の同意をあらかじめ書面により得るものとする。
19．サービスの提供記録の記載について
事業所は、この事業を行うため、介護記録、その他必要な帳簿を整備する。
（１）この記録は、
・利用者に対するサービスの質の向上に繋がること。
・サービスの内容や報酬請求が適正であることを証明する重要資料であること。

（２）サービス利用票等の記載事項は、
・提供日及び具体的な提供内容
・利用者の心身状況
・介護保険の給付についてなどのサービスの利用状況等　とする。
(３)利用者ならびに親族等より閲覧の申し出があった場合には、文書などによりその情報を提示
すること。
(４)契約終了から２年間保存とする。
20.苦情処理の体制について
（１）管理者は、提供したサービスに関する利用者からの苦情に対して、迅速かつ適切に対応す
るため、必要な措置を講じずるものとする。
   （２）事業所は、提供した指定通所介護事業に関し、介護保険法第23条の規定により市町村が行
う文書その他の物件の提出もしくは提示の求めまたは当該市からの質問もしくは照会に応
じ、松江市が行う調査に協力するとともに、松江市から指導または助言を受けた場合は、当該指導または助言に従って必要な改善を行うものとする。
（３）事業所は、提供した総合事業に関し、介護保険法第115条の45の7の規定により松江市が行う報告もしくは帳簿書類の提出もしくは提示の求めまたは当該市の職員からの質問もしくは検査に応じ、利用者またはその家族からの苦情に関して松江市が行う調査に協力するとともに、松江市から指導または助言を受けた場合は、当該指導または助言に従って必要な改善を行うものとする。
（４）事業所は、提供した指定通所介護に係る利用者からの苦情に関して国民健康保険団体連合会の調査に協力するとともに、国民健康保険団体連合会から指導または助言を受けた場合は、当該指導または助言に従って必要な改善を行うものとする。
21．第三者評価の実施状況
　　実施しておりません。
23. その他の運営に関する留意事項
事業所は、全ての通所介護従業者(看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、実務者研修修了者、介護職員初任者研修修了者、介護職員基礎研修課程または訪問介護員養成研修１級課程・２級課程修了者、理学療法士等介護保険法第８条第２項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く)に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じるものとする。また、従業者の資質向上を図るため事業所内及び外部研修の機会を設ける。研修参加後、報告書を記入し、管理者に提出する。また、外部研修に参加後は、他従業者に研修内容を伝達し、周知する。

　　 （１）採用時研修　入社後２ヶ月以内
（２）継続研修
　　　　 感染症の関する研修　　　　　　　 年に１回以上
虐待に関する研修　　　　　　　　 年に１回以上
身体拘束予防に関する研修　 　　　年に１回以上
認知症に関する研修　　　　　　　 年に1回以上
非常災害に関する研修　　　　　　 年に1回以上
入浴に関する研修　　　　　　　　 年に1回以上
介護技術に関する研修　　　　　　 年に1回以上
２　従業者は、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者またはその家族の秘密を漏らしてはならない。サービス担当者会議や他事業所との情報共有のため、業務上知り得た利用者の個人情報を用いる場合は、利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意をあらかじめ（利用契約時等）文書により同意を得ること。
３　過去に事業所の従業者であった者が、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者またはその家族の秘密を漏らすことがないよう必要な措置を講じる。これらの秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内容とする。
４　事業所は、適切な事業の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動または優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより通所介護事業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化などの必要な措置を講じるものとする。

５　事業所は事業に関する記録を整備し、そのサービスを終了した日から２年間は保存する。
６　この規程の定める事項の他、運営に関する重要事項は、株式会社ラッシュと事業所の管理者との協議に基づいて定めるものとする。
指定通所介護事業及び介護予防・日常生活支援総合事業の利用に際し、本書面により、重要事項の説明を行いました。
事業者　　　　株式会社　ラッシュ　　　スワンデイサービス　
説明者　　　　職種　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　印

私は、本書面により、事業者から指定通所介護事業及び介護予防・日常生活支援総合事業についての重要事項の説明を受けました。
令和   　 年  　  月   　 日
利用者
住 所 

	


氏 名                                           印
	


（代理人）
住 所
	


氏 名                                           印
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（続柄　　　　　　）
附則

※令和　１年   ５月  １日より施行

※令和　７年 　５月　１日より一部改定
※令和　１年 　５月 　１日より一部改定
※令和　１年 １０月 　１日より一部改定
※令和　２年 　５月　 １日より一部改定
※令和　２年 　７月　 １日より一部改定
※令和　２年 １１月 　１日より一部改定
※令和　３年 　４月 　１日より一部改定
※令和　４年 　４月　 １日より一部改定
※令和　４年 　９月　 １日より一部改定　緩和型利用時間の変更
※令和　４年 １０月　 １日より一部改定　ベースアップ加算追記
※令和　５年 　６月　 １日より一部改定　利用定員29→30に変更
※令和　６年 　４月 　１日より一部改定　サービス提供体制強化加算Ⅱ算定開始
※令和　６年 　５月　 １日より一部改定　処遇改善一本化加算Ⅱ６/１から算定
※令和　７年 　５月 　１日より一部改定　連絡帳、連絡袋の購入代金発生
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　悪天候について記載

中重度ケア体制加算5/1から算定
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